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はじめに  

 

電力の小売部分自由化開始から２年が経過し，この間，自家発等とのエネルギー間競争

に加え，全国的には新規参入者の増加など競争が本格化しております。また，昨年 11 月か

ら総合資源エネルギー調査会電気事業分科会において，公正かつ実効性のある電力供給シ

ステムの検討がなされる一方，地球環境問題については，ＣＯ２ 削減目標達成に向けた原

子力・新エネルギー等の一層の推進が求められております。こうしたなか，当社は，経営

改革を加速し，電力の安定供給や環境保全の社会的責務を果たしつつ，価格競争力の一層

の強化に努めております。 

平成 13 年度の収支につきましては，販売電力量の減少や平成 12年 10月から実施した電

気料金の引下げによる影響がありましたものの，経営全般にわたる徹底した効率化努力に

加え，減価償却費の減少や，低コスト資金の調達に努めた結果，経常利益で３３０億円

を確保することができました。 

今後につきましても，地域の皆さまから信頼され，お客さま，株主の皆さまなどから選

択される企業を目指し，北陸電力グループをあげてのさらなる販売拡大やコスト構造改革

など経営効率化計画の着実な実効を期し，中期的利益目標やグループ経営目標の達成に向

けて全力を傾注してまいります。 

以下，平成 13 年度の収支状況と効率化状況についてお示しし，当社の事業運営に

ついて一層のご理解を賜りたいと存じます。  

 

【 参 考 】 平成 13年度経営効率化計画における利益目標およびグループ経営目標 

 

利 益 目 標 

平成１３～１５年度の３年間について  ・経常利益 ３００億円以上 

・ＲＯＡ（総資産営業利益率）３％ 

また，平成２０年度までに   ・自己資本比率 ２５％  

・有利子負債残高 ９,０００億円以下 

           を目指してまいります 

（注）ＲＯＡは税引後営業利益の総資産に対する比率で，資産運用の効率性を示す指標 

 自己資本比率は自己資本の総資本に対する比率で，経営の安全性を示す指標     です。 

 

  グループ経営目標 

[売 上 拡 大]   平成１６年度までに，新規事業など事業領域拡大により， 

子会社の売上高を２０％増（平成 10年度対比） 

[業務量削減]   H12～H14 で，管理間接業務量の２０％以上削減 

               を目指してまいります 
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１．需給の動向 

（１）販売電力量の推移 

平成 13 年度について， 

・民生用需要は個別提案型マーケティング活

動の成果はあるものの，前年の猛暑の反動

や暖冬影響による冷暖房需要の減少もあ

りほぼ前年並み。産業用需要は厳しい経済

状況を反映し，ほとんどの業種で低迷した

ことから前年度より減少。 

・販売電力量合計では，前年度比2.7％の減少。 

 

 
 

 

 

（２）発電電力量構成比の推移 

 

平成 13 年度について， 

・石炭火力の構成比は，敦賀火力２号機

(H12.9 運転開始)の年間を通した運転に

より上昇。 

 

 

 

 

 

 

２．収支の状況 

（１）収支の推移               (億円) 

 Ｈ９ Ｈ 10 Ｈ 11 Ｈ 12 Ｈ 13 H14 見通し 

（参考） 

売 上 高 4,９１６ ４,８１８ 4,８７７ ４,９０６ ４，８２５ ４，６００ 

経 常 利 益 ２４５ ２０６ ３０１ ３４０ ３３０ ３００ 

渇水準備金 ６ － ▲７ ▲６ ▲７ － 

特 別 損 失 － ２０ １８３ － ４２ － 

税引前利益 ２３９ １８６ １２５ ３４６ ２９５ ３００ 
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（２）収益の動向 

平成 13年度について， 

・電力料は産業用需要の低迷を受け低下。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）費用の動向 

 

平成 13 年度について, 

・設備関連費の構成比は，減価償却の進行等に

より低下。 

・その他経費の構成比は，老朽石油火力の廃止

やＥＲＰパッケージ導入に伴う費用の増加等

により上昇。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．財務体質の状況 
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４．経営効率化の努力 

（１）事業分野別管理の導入等による北陸電力グループあげての業務革新 

企業価値を最大化し市場競争に勝ち抜くため，事業分野別管理の導入により，自律的かつ機動的

な業務改革を進めるとともに，北陸電力グループ体制の再構築などにより，グループトータルとし

ての業務効率向上に努めております。 

 

ａ．事業分野別管理の導入 

・各事業分野が，自律的かつ機動的に業務改革を進め，自らの収益性の向上に努めるととも

に，公益性・成長性との全体最適を図るため事業分野別成果把握指標を作成し，数値目標

に基づいた方針管理を実施。 

 

主な成果把握指標 

 観      点 指      標 

収

益

性 

全社経営目標達成 ・事業付加価値 

・労働生産性 

 

公

益

性 

電気事業に課せられた公益的課題の達成 ・供給信頼度 

・お客さまサービス水準 

・環境貢献度 

成

長

性 

将来に向け発展していくための基盤強化 ・販売拡大 

・人材育成 

・職場活性化 

 

 

・事業分野別管理に資する支援情報（事業分野別財務諸表，｢業務｣単位ごとのコスト情報）

の提供や，工事計画立案から発注，契約，清算に至る事務の一貫処理および企業間連携の

強化等を目指し，ＥＲＰパッケージによる基幹業務システム開発を推進（H14.4運用開始）。 

 

 

ｂ．人件費等の見直し 

・従業員の削減 

（目      標）   当社従業員数を平成１５年度末までに 

２５０人以上削減（平成１２年度末基準） 

（平成14年度 定期採用予定人員 60人） 

 

（13年度実績）   平成１３年度末(期末退職後)で目標達成 ［平成13年度末 5,230人］ 

※ 平成10年度末に比べ500人以上削減 

（平成14年度 定期採用人員 59人） 
 
 



 5

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．グループ体制の再構築，新規事業への取組み 

・売上拡大 

（目      標）   平成１６年度までに，新規事業など事業領域拡大により，

子会社の売上高を２０％増（平成10年度対比） 

 

（13年度実績）  ・電気事業以外の売上高  １０６億円 

                 ・平成１０年度からの増加額  ４６億円 

     （平成１０年度子会社売上高の約１４％に相当） 

 

 

(参考) 労働生産性（１人あたり販売電力量）の推移
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電化住宅数の推移(年度末・累計)
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・北陸電力グループにおける新規事業への主な取組み（平成13年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）個別提案型マーケティング活動の強力な展開 

・新たな料金メニュー 

「電気の効用をお届けする」という理念のもと，お客さまの多様な課題・要望に迅速か

つ的確に対応・解決する「個別提案型マーケティング活動」を強力に展開してまいりまし

た。この一環として，昨年９月に「エルフＶあったかプラン(２００ボルト電化契約)」を，

また，今年４月に「負荷率別時間帯別契約(ステップアップ・プラン)」を届け出，さらな

る料金メニューの充実を図りました。 

              （口） 

加入口数 
料金メニュー 内      容 

(平成13年度末) 

[エルフナイト10付帯契約] 

200V電化契約 

(エルフＶあったかプラン) 

エルフナイト10にご加入で，200Vの給湯・厨房・

冷暖房機器をお持ちの場合，冬季(12～4月分)の

電力量料金が20％割引(割引上限額7,200円/月)

となるご契約メニューです。 

130 

負荷率別時間帯別契約 

(ステップアップ・プラン) 

夜間や休日を中心にお客さま設備の稼働率向上

を図っていただける場合，電気料金がお得になる

ように，毎月の負荷率に応じた時間帯別の電力量

料金を設定したご契約メニューです。 

(H14.5.1実施) 

 

・より魅力的な電化住宅の提案活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(電化住宅) 
電気温水器とクッキングヒーター

の両方を導入されたご家庭 

事 業 名 実 施 主 体 事 業 内 容 事業開始

 賃貸アパート  北電産業  高岡市にオール電化賃貸アパートを建設 H13.11

 ADSLサービス H13.6

 ねっとキョーダイ（ADSLとPHSの定額インターネ

 ット接続をセットにした全国初の割引メニュー）

 セキュリティセンターでの機密消滅・リサイクル

 サービス

 お客さまのPRTR（環境汚染物質排出移動登録）対

 応業務支援

 LNG販売  北陸エルネス  北陸地域の都市ガス事業者へのLNG卸販売 H13.8

H13.4 日本海環境サービス 化学物質管理

H13.12

H13.6

 定額制インターネット接続  北陸通信ネットワーク

 機密・保存文書リサイクル  ジェスコ
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（３）効率的な設備形成と運用 

安定供給の確保，供給信頼度の維持，環境保全の使命を果たしつつ，投資効率を重視した

設備形成を図るとともに，修繕費の抑制など設備全般にわたる効率的な運用に努めてまいりま

した。 

ａ．設備投資額・修繕費の削減 

 
〈 設 備 投 資 額 〉 
 
（目      標）  設備投資額をH13～H15の３年間平均で１，２００億円以下に抑制 
 
（13年度実績） 平成１３年度設備投資額 ９１６億円 

       ［13年度計画1,134億円より▲218億円］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

〈 修    繕    費 〉 

 
（目      標）  修繕費をH13～H15の３年間平均で５４０億円以下に抑制 
 
（13年度実績） 平成１３年度修繕費 ４９０億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

修  繕  費  の  推  移
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志賀原子力発電所１号機の設備利用率
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ｂ．供給信頼度の維持 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

ｃ．原子力の安定・安全運転  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）環境との調和を目指した企業活動の展開 

地球温暖化防止や環境汚染物質の削減，リサイクルの推進など，環境負荷低減に資する様々

な取組みを北陸電力グループをあげて積極的に展開してまいりました。 

ａ．ＣＯ 2排出量の削減 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）平成 10 年度は，定期検査のための停止期間なし。 
平成 13 年度は，定期検査のための停止期間 60 日。 

 

お客さま一戸あたりの年間停電時間・回数
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ｂ．グリーン電力基金への支援 
・北陸グリーン電力基金の申込窓口として，加入促進のＰＲを積極的にすすめてまいりました。 
 
 

 件数（件） 口数（口） 

H13.3末現在 565 589 

H14.3末現在 652 719 

 
 
 
【 参  考 】 

 
広く一般の方々から寄付金を拠出していただき，基金を

設置し，北陸地域内の太陽光発電および風力発電，ならび

に北陸地域外の風力発電設備を建設する事業者に対し，助

成金を交付する制度。 
当社も一般の方々からの寄付金と同額を拠出。 

 
 
ｃ．リサイクル活動の推進 
 
・北陸におけるオフィス古紙リサイクルの推進状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ｄ．環境マネジメントシステムの推進 

・平成１４年２月 七尾支社で国際規格(ISO 14001)認証取得 
富山新港火力発電所（平成10年 5 月），志賀原子力発電所（平成 11 年 12 月），

丹南支社(平成13年3月)に続き，4番目の取得。今後も環境マネジメントシステム

の定着と継続的改善を推進していく。 

 

【参考】 環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）の概要 

環境方針・環境管理計画を策定・実行・点検・是正・評価した上で，その取組みを継続的に改善

していくシステムです。 

平成８年に国際標準化機構（ＩＳＯ）や日本工業規格（ＪＩＳ）により規格化されました。 

北陸３県オフィス古紙リサイクル量

1,904 2,013

2,549

4,184
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《北陸グリーン電力基金加入状況》 

※ 寄付金は 1口 500円／月 
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【参  考】 

 

①販売電力量の推移            （百万kWh，％） 

 Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 

 （1.8） （2.5） （5.2） （3.5） （▲0.2） 

電    灯 ５，９６８ ６，１２１ ６，４３７ ６，６６０ ６，６４４ 

 （1.3） （▲3.6） （3.2） （3.3） （▲3.6） 

電    力 １８，５１９ １７，８４９ １８，４１６ １９，０３２ １８，３４２ 

 （1.4） （▲2.1） （3.7） （3.4） （▲2.7） 

合    計 ２４，４８７ ２３，９７０ ２４，８５３ ２５，６９２ ２４，９８６ 

（注）上段（  ）内は伸び率。 

 
 
②発電設備の推移（年度末） 

  Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 

水    力 発電所数(カ所) １１７ １１６ １１６ １１６ １１６ 

発電設備 認可出力(千kW) １，８０７ １，８０６ １，８０６ １，８０６ １，８１３ 

火    力 発電所数(カ所) ６ ６ ６ ６ ６ 

発電設備 認可出力(千kW) ３，１６２ ３，８６２ ３，８６２ ４，５６２ ４，４０６ 

原 子 力 発電所数(カ所) １ １ １ １ １ 

発電設備 認可出力(千kW) ５４０ ５４０ ５４０ ５４０ ５４０ 

 
 
③新規電源（至近５ヵ年） 

 発    電    所 認 可 出 力 運 転 開 始 

火    力 七尾大田火力発電所２号機 ７００千ｋＷ 平成１０年７月 

発電設備 敦賀火力発電所２号機 ７００千ｋＷ 平成１２年９月 

 
 
④発受電電力量の推移        （百万kWh） 

 Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 

 水力発電電力量 ６，５１９ ６，５８４ ５，９５２ ６，０１１ ５，８４６ 

自 社 火力発電電力量 １１，７７２ １２，６２８ １５，８９６ １５，７２９ １５，８４４ 

 原子力発電電力量 ３，７８７ ４，７２９ ３，５８１ ４，０１４ ３，９５０ 

他 社 受 電 電 力 量 ８，７８２ ８，４７６ ７，７９８ ７，８２３ ８，２５３ 

融 通 電 力 量 ▲４，１１６ ▲６，０６１ ▲５，８７９ ▲５，２６５ ▲６，３４８ 

揚水発電所の揚水用電力量 ▲７８ ▲６９ ▲８８ ▲９８ ▲６４ 

発 受 電 電 力 量 計 ２６，６６６ ２６，２８７ ２７，２６０ ２８，２１４ ２７，４８１ 

（参考）出水率  （％） １０３．４ １０８．４ ９７．７ ９５．１ ９３．９ 
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⑤貸借対照表            （億円） 

 年 度 末 Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 

資産の部 固 定 資 産 １４，３９３ １４，０８４ １４，７３４ １４，８５１ １４，６５６ 
 電気事業固定資産 １０，３９６ １１，０３４ １０，５０９ １０，９３７ １０，３５２ 

 事業外固定資産 １１ １６ １５ １１ １４ 

 固定資産仮勘定 ２，４１８ １，４５６ ２，３６９ １，９５２ ２，３５４ 

 核 燃 料 ７９２ ７８３ ７７３ ７９１ ７６７ 

 投 資 等 ７７３ ７９３ １，０６６ １，１５８ １，１６６ 

流 動 資 産 ５５７ ５６３ ５７２ ５９１ ５７１ 

 

合       計 １４，９５１ １４，６４７ １５，３０６ １５，４４２ １５，２２８ 

負債及び 固 定 負 債 ９，１３７ ９，６３４ ９，８９１ ９，６３９ ９，７６２ 

資本の部 流 動 負 債 ２，８５７ ２，０８６ ２，３５０ ２，５３４ ２，１８４ 

引 当 金 １１０ １１０ １０２ ９７ ８９ 

負 債 合 計 １２，１０５ １１，８３２ １２，３４４ １２，２７０ １２，０３７ 

資 本 金 １，１７６ １，１７６ １，１７６ １，１７６ １，１７６ 

法定準備金 ５８２ ５９３ ６０４ ６１５ ６２３ 

剰 余 金 １，０８７ １，０４５ １，１８１ １，２７４ １，３２２ 

評価差額金 － － － １０５ ６８ 

資本合計  ２，８４５ ２，８１５ ２，９６２ ３，１７２ ３，１９０ 

 

合       計 １４，９５１ １４，６４７ １５，３０６ １５，４４２ １５，２２８ 

（注）金額は億円未満の端数を切り捨てて表示。 

 

 

⑥損益計算書            （億円） 

  Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 

経常収益 電気事業営業収益 ４，９１６ ４，８１８ ４，８７７ ４，９０６ ４，８２５ 

電気事業財務収益 ８ ７ ６ ７ ７ 

営 業 外 収 益 ５ １０ １１ ８ ５ 

 

経 常 収 益 計 ４，９２９ ４，８３５ ４，８９４ ４，９２１ ４，８３７ 

経常費用 電気事業営業費用 ４，１９８ ４，１９６ ４，２０８ ４，１４１ ４，０３７ 

電気事業財務費用 ４８２ ４２６ ３７７ ４０２ ３５３ 

営 業 外 費 用 ４ ７ ８ ３８ １１７ 

 

経 常 費 用 計 ４，６８４ ４，６２９ ４，５９３ ４，５８１ ４，５０７ 

経 常 利 益 ２４５ ２０６ ３０１ ３４０ ３３０ 

渇 水 準 備 金 ６ － ▲７ ▲６ ▲７ 

特 別 損 失 － ２０ １８３ － ４２ 

税引前当期利益 ２３９ １８６ １２５ ３４６ ２９５ 

法 人 税 等 １３６ １０５ １３６ １６７ １３３ 

法人税等調整額 － － ▲９０ ▲３６ ▲２７ 

当 期 利 益 １０３ ８１ ７９ ２１５ １８９ 

（注）税効果会計の導入に伴い，平成11年度から法人税等調整額を記載。 

 

 

⑦原油価格・為替レートの推移 

 Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 

原油価格  （＄／ｂ） １８．８ １２．８ ２０．９ ２８．４ ２５．２ 

為替レート（円／＄） １２３ １２８ １１２ １１１ １２５ 

 


